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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第171期
第３四半期
連結累計期間

第172期
第３四半期
連結累計期間

第171期
第３四半期
連結会計期間

第172期
第３四半期
連結会計期間

第171期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 188,784168,162 63,049 59,692 239,814

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
3,631 10,198 △617 5,161 2,420

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△2,257 5,054 △3,383 2,883 △3,859

純資産額（百万円） － － 147,356140,744137,022

総資産額（百万円） － － 288,976272,458260,689

１株当たり純資産額（円） － － 462.46 453.13 435.61

１株当たり四半期純利益金額又は四半

期（当期）純損失金額（△）（円）
△7.46 16.74 △11.18 9.58 △12.76

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 48.4 49.6 50.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,352 21,570 － － 7,708

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△7,114 △4,146 － － △11,821

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,911 △5,019 － － 6,862

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（百万円）
－ － 13,506 24,842 12,468

従業員数（人） － － 6,894 6,976 6,860

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第171期第３四半期連結累計期間及び第171期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

４　第171期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

５　第172期第３四半期連結累計期間及び第172期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社の異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

   当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況                                                                平成21年12月31日現

在

従業員数（人） 6,976 　

　(注)　従業員数は就業人員であります。

（２）提出会社の状況                                                                平成21年12月31日現

在

従業員数（人） 2,116 　

　(注)　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

印刷インキ 17,355 △7.1

グラフィックアーツ関連機器及び材料 541 △5.3

高分子関連材料 10,510 1.2

化成品及びメディア材料 17,362 14.6

その他 146 △38.2

合計 45,916 2.0

　(注)　生産金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

（２）受注状況

　当企業グループにおける受注生産は極めて少なく、大部分計画生産でありますので、記載を省略しております。

（３）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

印刷インキ 25,805 △9.0

グラフィックアーツ関連機器及び材料 5,808 △12.6

高分子関連材料 12,475 △3.1

化成品及びメディア材料 14,331 6.2

その他 1,270 △24.0

合計 59,692 △5.3

　(注) １　上記の金額は、連結会社間の内部売上高を除いております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合につきましては、販売実績の総販売実績

に対する割合が10％以上の相手先が存在しないため、記載を省略しております。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項又は重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

EDINET提出書類

東洋インキ製造株式会社(E00903)

四半期報告書

 4/31



４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況　

　当第３四半期連結会計期間における世界経済は、「リーマン・ショック」を機とした危機的状況から、中国など

の新興国では急速に持ち直しつつある一方、欧米では信用収縮や雇用の悪化により回復が遅れています。またわ

が国の経済も、一部には景気回復の兆しが見られるものの、設備投資や個人消費の低迷やデフレの進行など、依然

として厳しい状況が続いています。

　この厳しい事業環境のもと、当企業グループは、「逆境の中、モノづくりの原点に立ち戻り、新しいモデルで突破

する」をスローガンに、攻めのモノづくり企業への進化を追求しつつ、総固定費の削減や原材料を始めとする諸

資材の調達手段の改善などによる徹底的なコストダウン施策を進めてまいりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は596億92百万円（前年同期比5.3％減）と減収になりましたが、

利益面では、営業利益が50億83百万円（前年同期は31百万円の営業損失）、経常利益が51億61百万円（前年同期

は６億17百万円の経常損失）、四半期純利益が28億83百万円（前年同期は33億83百万円の四半期純損失）と増益

になりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

①　印刷インキ事業

　オフセットインキは、国内では、主力の枚葉インキやオフ輪インキが印刷市場の構造的不況から脱却できず、年

末の繁忙期に若干回復したものの、伸び悩みが続きました。また紙器用のUVインキは堅調でしたが、新聞インキは

カラー広告や部数・ページ数の減少に歯止めがかからず苦戦が続きました。海外でも、中国、東南アジア地域で回

復が進んだものの、好調でした前年同期と比べると大幅な減収になりました。

　グラビアインキは、国内では出版や建装材用インキ、溶剤販売が減少しましたものの、主力の食品包装用は需要

が堅調に推移しましたうえ、顧客の環境に対するニーズの増加により、ノントルエンインキや水性インキの拡販

が進みました。また海外では、中国や東南アジア地域での食品包装用の需要が回復してきましたが、好調でした前

年同期には及びませんでした。

　これらの結果、当事業全体の売上高は260億９百万円（前年同期比8.9％減）と減収になりましたが、国内外とも

生産や物流工程を中心にコストダウンを進め、営業利益は31億３百万円（前年同期比192.2％増）と増益になり

ました。

　

②　グラフィックアーツ関連機器及び材料事業

　グラフィックアーツ関連機器は、商業印刷や新聞印刷用の小型機器は伸長しましたが、大型機械は国内印刷市場

の低迷から設備投資が抑えられ、低調に推移しました。

　グラフィックアーツ関連材料は、POD（プリント・オン・デマンド）関連やCTP（コンピュータ製版）用材料が

伸長しましたが、その他の材料は印刷市場の低迷と価格競争の激化により伸び悩みました。

　これらの結果、当事業全体の売上高は58億31百万円（前年同期比12.6％減）、営業利益は51百万円（前年同期比

51.7％減）と、減収減益に終わりました。

　

③　高分子関連材料事業

　缶用塗料（フィニッシェス）は、国内、海外とも伸び悩みが続きました。また樹脂も、高付加価値製品の拡販が進

みました一方、建築関連向けが住宅需要低迷により伸び悩みました。

　接着剤関連は、国内では包装用が堅調なうえ、ディスプレイ向けやエレクトロニクス向けの需要が急速に回復、

拡販も進みました。一方、海外は決算期のズレもあり好調でした前年同期には及びませんでした。塗工材料は、貼

る塗料のマーキングフィルムは広告需要の低迷により伸び悩みましたが、前期から販売を開始した電磁波シール

ドフィルム（TSSシリーズ）の拡販など、エレクトロニクス向けが伸長しました。

　これらの結果、当事業全体の売上高は128億45百万円（前年同期比5.1％減）と減収になりましたが、高付加価値

製品の拡販と強力なコストダウンを進めましたため、営業利益は21億61百万円（前年同期比309.4％増）と増益

になりました。

　

④　化成品及びメディア材料事業

　汎用顔料は、国内、海外とも印刷インキの需要低迷により伸び悩みましたが、高機能顔料は、中国や国内での液晶

ディスプレイ用を中心に需要が急速に回復、拡販も進みました。

　プラスチック用着色剤は、容器用が堅調に推移、国内での自動車向けも需要が回復してきました。

　液晶ディスプレイカラーフィルター用材料は、中国での需要喚起や国内での助成金制度（エコポイント）の影

響もあり、テレビ用を中心に急速に販売が回復、落ち込んだ前年同期に比べ大幅に増収となりました。一方、イン

クジェット材料は、広告需要が回復しつつあるものの、好調でした前年同期には及びませんでした。
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　これらの結果、当事業全体の売上高は146億78百万円（前年同期比3.6％増）、営業利益は21億31百万円（前年同

期比105.4％増）と、増収増益になりました。

　

⑤　その他の事業

　ササエキスを利用した製品では、飲料、石鹸、マスクに加え、飼料用の拡販も進みましたが、その他の商品販売が

低調で、当事業全体の売上高は16億１百万円（前年同期比16.0％減）と減収になりましたが、営業損失は15百万

円（前年同期は31百万円の営業損失）に縮小しました。

　

　所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

①　日本地域

　オフセットインキや印刷インキ用の汎用顔料は、国内需要は伸び悩みが続きましたものの、輸出が増加してきま

した。またグラビアインキは、溶剤販売が減少しましたが、包装用は堅調に推移しました。一方、グラフィックアー

ツ関連機器及び材料の販売は、国内印刷市場の低迷により低調に終わりました。

　エレクトロニクス向けやディスプレイ向けの高機能顔料、接着剤、塗工材料、カラーフィルター用材料は、国内需

要、輸出とも急速に回復、拡販も進みました。

　これらの結果、売上高は474億11百万円（前年同期比2.9％増）と増収になりましたうえ、高付加価値製品の拡販

と徹底的なコストダウンを進めましたため、営業利益は37億89百万円（前年同期は８億87百万円の営業損失）と

増益になりました。

　

②　アジア・オセアニア地域

　海外については決算期のズレにより７～９月を対象としているため、前年同期が世界的な大不況の前の好調な

時期であったのに対し、当期はまだ回復途上期にあたります。このため当地域でも、主要製品が軒並み低調でした

時期と比べ、中国や東南アジアのオフセットインキ及びグラビアインキ、台湾の液晶ディスプレイカラーフィル

ター用材料などを始めとして、急速な回復が進みましたが、前年同期の水準にまでは至りませんでした。

　この結果、売上高は164億22百万円（前年同期比9.7％減）と減収に終わりましたが、高付加価値製品の拡販とコ

ストダウンを進めた結果、営業利益は13億87百万円（前年同期比72.1％増）と増益になりました。

　

③　ヨーロッパ地域

　汎用顔料から高付加価値製品への構造改革を進めた当地域も、主力の高機能顔料が世界的な大不況の影響や、在

庫圧縮のための生産調整により、低調に推移しました。また、拡販を進めているオフセットインキやプラスチック

用着色剤も、当地域の景気回復の遅れにより伸び悩みました。

　これらの結果、売上高は５億20百万円（前年同期比39.9％減）と大幅な減収になりましたが、懸命なコストダウ

ンを進め、営業損失は１億42百万円（前年同期は３億38百万円の営業損失）と縮小しました。

　

④　北米地域

　世界的な大不況から回復基調にはあるものの、未だ前年同期の需要水準から大きく乖離しており、オフセットイ

ンキや建装材向けのグラビアインキ、自動車向けプラスチック用着色剤などの主要製品が低調に推移しました。

　この結果、売上高は15億78百万円（前年同期比17.0％減）と大幅な減収になりましたが、営業損失は２百万円

（前年同期は30百万円の営業損失）と縮小しました。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の期末残高は、第２四半期連

結会計期間の期末残高より50億26百万円増加し、248億42百万円となりました。

営業活動により得られた資金は98億97百万円となりました。税金等調整前四半期純利益などによる資金増加な

どに加え、当期末日が休日のため売上債権、仕入債務が増加したことによる資金増減がありました。

投資活動により使用した資金は６億78百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得に伴う支出によ

るものですが、前年同期と比べ大幅に圧縮しています。

財務活動により使用した資金は36億４百万円となりました。配当金の支払に伴う支出や、自己株式の買付けに伴

う支出などによるものです。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。
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　当社は、平成20年５月16日開催の当社取締役会において特定の株主又は株主グループ（以下「特定株主グルー

プ」といいます。）によって当社の株式の一定規模以上の買付行為が行われた場合の対応策（以下「本施策」と

いいます。）について決議し、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会において、本施策の導入について承認を

得ました。 　

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針　

　創業以来、当社は、お客様や株主の皆様、取引先、地域社会の方々など、多くのステークホルダーに支えられ、印刷

インキを核とした企業グループを形成し、情報・文化の発展に寄与し続けてまいりました。そして、当社は経営理

念として「世界にひろがる生活文化創造企業を目指す」ことを掲げてグループ連峰経営による企業活動を行っ

ており、今後とも中長期的視野に立って、当社グループの総合力を発揮し、更なる発展を図ることが、当社の企業

価値の向上と株主共同の利益に資することと確信しております。

　このように、当社は、当社の企業価値と株主共同の利益の向上に努めていく所存ではありますが、最近、わが国に

おいても、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大規模な株式の買付けを強行するという事

例が見られるようになっております。大規模買付者の行う大規模買付行為は、株主がこれを受け容れて大規模買

付行為に応じるか否かを、最終的に株主の判断に委ねるべきものです。しかし、実際には、大規模買付者に関する

十分な情報の提供がなくては、株主は、当社の企業価値に及ぼす影響を適切に判断することはできません。当社

は、大規模買付者による情報提供、当社取締役会による検討・評価といったプロセスを確保するとともに、当社グ

ループの企業価値又は株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付行為に対する対抗措置を

準備しておくことも、また当社の取締役としての責務であると考えております。 

②基本方針の実現に資する取組み　

　当社は企業価値の最大化を実現するため、中期経営計画「SCC-Ⅰ」(Specialty Chemical maker ChallengeⅠ)

を策定し「世界に役立つスペシャリティケミカルメーカーとして進化する企業グループ」への成長を目指して

まいります。このような中長期的な取組みの過程では、「CS（顧客満足）、ES（社員満足）、SS（社会満足）」の

向上、モノづくりにこだわる経営を堅持し、「CSR（コーポレート・ソーシャル・レスポンシビリティ）」の推進

や内部統制システムの整備に努めてまいります。　

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

(ⅰ)本施策導入の目的について

　本施策は、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、

又は結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（当社取締役会

が予め同意したものを除き、以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を

「大規模買付者」といいます。）が、当社の企業価値に重大な影響を及ぼす場合において、上記に記載した基

本方針に沿って当社の企業価値を確保し又は向上させるため、大規模買付行為に適切な対応を行うことを目

的としております。　

(ⅱ)本施策の内容について

A. 本施策の概要　

　本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社がとりうる大規模買

付対抗措置から構成されております。
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B. 大規模買付ルールの概要

(a) 取締役会に対する情報提供　

　大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、株主の判断及び当社取締役会として

の意見形成のために必要かつ十分な情報を書面で提供していただきます。　

(b) 取締役会における検討及び評価　

　次に、大規模買付者には、上記(a)に基づく情報提供完了通知を当社が行った日から、大規模買付行為の評

価の難易等に応じて、一定の期間が経過するまでは、大規模買付行為を行わないこととしていただきます。

　

(c) 独立委員会　

　当社は、本施策の導入にあたり、大規模買付対抗措置の発動等に関する当社取締役会の判断の客観性及び

合理性を担保するため、当社取締役会から独立した者によって構成される独立委員会を設置します。　

C. 大規模買付対抗措置　

　大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規模買付行為を行った場合等、一定の大

規模買付対抗措置の発動の要件をみたす場合は、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、新株予

約権の発行等、会社法その他の法令及び当社定款によって認められる相当な大規模買付対抗措置を決議する

ことができるものとします。

D. 本施策の有効期間並びに廃止及び変更

　本施策の有効期間は、平成23年６月開催予定の当社の定時株主総会終結時までとします。また、本施策の有

効期間満了前であっても、当社取締役会は、企業価値及び株主共同の利益確保又は向上の観点から、本施策を

委任の趣旨に反しない範囲で当社取締役会において随時修正・見直しをすることができるものとし、また、

当社取締役会において本施策を廃止する旨の決議が行われた場合には、本施策は廃止されるものとします。 

④上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

(ⅰ)基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②の取組み）について　

　②に記載した企業価値の向上のための取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向

上させるための具体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するものです。したがって、こ

れらの取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではありません。

(ⅱ) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組み（上記③の取組み）について　

A. 本施策が基本方針に沿うものであること

　本施策は、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かについて株主が適

切に判断し、また、当社取締役会が株主に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主のために

大規模買付者と協議若しくは交渉を行うことを可能とすることにより、当社の企業価値及び株主共同の利益

を確保するためのものであり、基本方針に沿うものです。　

B. 本施策が株主共通の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

はないこと

　当社は、以下の理由から、本施策は、株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではないと考えております。　

(a) 企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的

　本施策は、株主をして大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断を可能ならしめ、かつ当社の

企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付者が従うべき大規模買付

ルール、並びに当社が発動しうる大規模買付対抗措置の要件及び内容を予め設定するものであり、当社の

企業価値及び株主共同の利益の確保及び向上を目的とするものです。　

(b) 事前開示　

　本施策における大規模買付ルールの内容並びに大規模買付対抗措置の内容及び発動要件は、具体的かつ

明確に示したところであると考えます。　

(c) 株主意思の反映　

　本施策は、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会に議案として諮り、出席株主の過半数の賛成を得た

上で導入されています。また、有効期間満了前であっても、当社取締役会の決議によって、廃止又は変更す

ることができます。

(d) 取締役会の判断の客観性・合理性の確保

　大規模買付対抗措置の発動の要件として、客観的かつ明確な要件を定めており、発動の要件に該当するか

否かの判断に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を可及的に排除しております。

　また、本施策においては、大規模買付対抗措置の発動の手続として、当社取締役会から独立した独立委員

会の勧告を最大限尊重するものとし、当社取締役会の恣意的な判断を排除しております。　

(e) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること
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　本施策は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の要件を完全に充足しています。　

(f) デッドハンド型買収防衛策ではないこと

　本施策は、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を

阻止できない買収防衛策）ではありません。　

 

（４）研究開発活動　

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、17億36百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ　

ん。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　 ① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

　 ② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式     303,108,724    303,108,724
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数1,000株

計     303,108,724    303,108,724― ―

　　　

（２）【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

    　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 303,108,724 ― 31,733 ― 32,920

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

    ①【発行済株式】

　 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式      669,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他）  普通株式  300,993,000 300,993 同上

単元未満株式  普通株式    1,446,724　 － －

発行済株式総数            303,108,724－ －

総株主の議決権 － 300,993 －

  (注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権９個)含まれ

ております。

       ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が413株含まれております。

    ②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

東洋インキ製造㈱
東京都中央区京橋

２－３－13
669,000 － 669,000 0.22

計 － 669,000 － 669,000 0.22

　(注)　当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数(単元未満株式は除く)は、4,676,000株であります。

　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 238 278 357 365 342 365 342 346 371

最低(円) 204 214 260 291 311 322 308 293 312

　(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。
　
 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
 人事・財務、

内部統制担当　
取締役

  人事・財務、

内部統制担当

兼人事部長

青　山　裕　也 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。
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１　【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,107 12,964

受取手形及び売掛金 ※3
 80,994 74,701

有価証券 4,594 372

商品及び製品 21,749 23,384

仕掛品 1,255 1,412

原材料及び貯蔵品 9,642 10,750

繰延税金資産 2,067 2,510

その他 3,032 2,114

貸倒引当金 △679 △645

流動資産合計 143,765 127,564

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 81,190 81,022

減価償却累計額 △48,235 △46,455

建物及び構築物（純額） 32,955 34,566

機械装置及び運搬具 131,897 131,477

減価償却累計額 △108,076 △104,814

機械装置及び運搬具（純額） 23,821 26,663

工具、器具及び備品 19,739 19,460

減価償却累計額 △17,225 △16,445

工具、器具及び備品（純額） 2,514 3,014

土地 26,627 26,572

リース資産 64 56

減価償却累計額 △25 △12

リース資産（純額） 38 43

建設仮勘定 1,694 1,351

有形固定資産合計 87,652 92,211

無形固定資産 186 275

投資その他の資産

投資有価証券 28,520 24,855

繰延税金資産 1,777 5,237

その他 11,381 11,297

貸倒引当金 △825 △753

投資その他の資産合計 40,853 40,638

固定資産合計 128,692 133,125

資産合計 272,458 260,689
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 41,552 33,417

短期借入金 29,836 30,016

未払法人税等 851 604

その他 12,124 12,312

流動負債合計 84,366 76,350

固定負債

長期借入金 44,044 44,104

繰延税金負債 1,542 1,444

退職給付引当金 1,348 1,315

役員退職慰労引当金 31 228

その他 381 222

固定負債合計 47,347 47,315

負債合計 131,714 123,666

純資産の部

株主資本

資本金 31,733 31,733

資本剰余金 32,920 32,920

利益剰余金 82,159 79,827

自己株式 △1,714 △252

株主資本合計 145,099 144,229

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,605 △3,756

為替換算調整勘定 △8,264 △8,722

評価・換算差額等合計 △9,869 △12,478

少数株主持分 5,515 5,272

純資産合計 140,744 137,022

負債純資産合計 272,458 260,689
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（２）【四半期連結損益計算書】
　【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 188,784 168,162

売上原価 152,397 128,885

売上総利益 36,386 39,276

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 4,824 4,264

給料及び手当 7,802 7,257

賞与 1,808 1,779

福利厚生費 1,956 1,751

減価償却費 1,287 974

研究開発費 2,062 1,941

その他 12,565 11,195

販売費及び一般管理費合計 32,307 29,165

営業利益 4,079 10,111

営業外収益

受取利息 122 93

受取配当金 529 459

為替差益 － 82

持分法による投資利益 139 －

その他 925 870

営業外収益合計 1,717 1,506

営業外費用

支払利息 909 828

為替差損 762 －

持分法による投資損失 － 84

その他 493 505

営業外費用合計 2,164 1,419

経常利益 3,631 10,198

特別利益

固定資産売却益 179 11

投資有価証券売却益 － 12

その他 2 －

特別利益合計 182 24

特別損失

固定資産除売却損 319 205

投資有価証券評価損 3,082 －

たな卸資産評価損 511 －

事業撤退損 290 －

関係会社厚生年金基金脱退損 － 81

その他 27 48

特別損失合計 4,232 335

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△417 9,887

法人税、住民税及び事業税 1,060 1,268

法人税等調整額 261 3,064

法人税等合計 1,321 4,332

少数株主利益 518 501

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,257 5,054
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 63,049 59,692

売上原価 52,364 44,798

売上総利益 10,685 14,894

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,619 1,534

給料及び手当 2,635 2,424

賞与 582 591

福利厚生費 628 517

減価償却費 405 334

研究開発費 709 653

その他 4,136 3,754

販売費及び一般管理費合計 10,716 9,810

営業利益又は営業損失（△） △31 5,083

営業外収益

受取利息 39 32

受取配当金 241 217

為替差益 － 26

持分法による投資利益 109 －

その他 235 334

営業外収益合計 624 610

営業外費用

支払利息 304 268

為替差損 727 －

持分法による投資損失 － 50

その他 179 213

営業外費用合計 1,210 532

経常利益又は経常損失（△） △617 5,161

特別利益

固定資産売却益 97 －

債務保証損失引当金戻入額 － 156

その他 － 2

特別利益合計 97 159

特別損失

固定資産除売却損 89 91

投資有価証券評価損 2,995 －

その他 12 5

特別損失合計 3,097 96

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,618 5,224

法人税、住民税及び事業税 180 458

法人税等調整額 △607 1,644

法人税等合計 △426 2,102

少数株主利益 191 238

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,383 2,883
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△417 9,887

減価償却費 9,417 8,081

受取利息及び受取配当金 △652 △553

支払利息 909 828

有形固定資産売却損益（△は益） △161 －

有形固定資産除却損 192 114

投資有価証券評価損益（△は益） 3,082 －

持分法による投資損益（△は益） △139 84

売上債権の増減額（△は増加） △1,577 △6,325

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,886 3,374

仕入債務の増減額（△は減少） 4,738 7,713

その他 △1,332 △503

小計 9,172 22,702

利息及び配当金の受取額 697 551

利息の支払額 △761 △658

法人税等の支払額 △2,756 △1,024

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,352 21,570

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △175 △454

定期預金の払戻による収入 424 506

有形固定資産の取得による支出 △7,230 △3,859

有形固定資産の売却による収入 701 32

投資有価証券の取得による支出 △1,089 △933

投資有価証券の売却による収入 202 249

貸付けによる支出 － △12

貸付金の回収による収入 － 206

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

56 －

その他 △4 118

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,114 △4,146

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,935 △606

長期借入れによる収入 96 －

長期借入金の返済による支出 △717 －

配当金の支払額 △3,209 △2,625

少数株主への配当金の支払額 △205 △267

自己株式の取得による支出 － △1,463

その他 12 △58

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,911 △5,019

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,730 △29

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,419 12,374

現金及び現金同等物の期首残高 12,086 12,468

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 13,506

※1
 24,842
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却益」

は、特別利益の総額の100分の20を超えることとなったため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することといたし

ました。なお、前第３四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれている「投資有価証券売却益」は２百万円

であります。

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「投資有価証券評価損」（当第３四半期連結累計期間

26百万円）は、特別損失の総額の100分の20以下であるため、当第３四半期連結累計期間より特別損失の「その他」に含

めて表示しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「有形固定資産売却損益」（当第３四半期連結累計期

間６百万円）は重要性が減少したため、当第３四半期連結累計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「投資有価証券評価損益」（当第３四半期連結累計期

間26百万円）は重要性が減少したため、当第３四半期連結累計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。

前第３四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「貸付けによる支出」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第３四

半期連結累計期間の「貸付けによる支出」は、５百万円であります。

前第３四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「貸付金の回収による収入」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前

第３四半期連結累計期間の「貸付金の回収による収入」は、12百万円であります。

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「長期借入れによる収入」（当第３四半期連結累計期

間128百万円）は重要性が減少したため、当第３四半期連結累計期間より財務活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「長期借入金の返済による支出」（当第３四半期連結

累計期間69百万円）は重要性が減少したため、当第３四半期連結累計期間より財務活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しております。

前第３四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「自己株式の取得による支出」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、

前第３四半期連結累計期間の「自己株式の取得による支出」は、28百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
　　至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「固定資産売却益」（当第３四半期連結会計期間２百

万円）は、特別利益の総額の100分の20以下であるため、当第３四半期連結会計期間より特別利益の「その他」に含めて

表示しております。

前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「投資有価証券評価損」（当第３四半期連結会計期間

４百万円）は、特別損失の総額の100分の20以下であるため、当第３四半期連結会計期間より特別損失の「その他」に含

めて表示しております。
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【簡便な会計処理】

　　　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）
　

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１　受取手形割引高 229百万円

受取手形裏書譲渡高 82百万円　

１　受取手形割引高 340百万円

受取手形裏書譲渡高 427百万円

　２　保証債務

金融機関よりの借入金等について保証(保証予約を

含む)を行っております。なお、外貨建ての円換算額は

第３四半期連結決算日の為替相場によるものであり

ます。

住化ポリマーコンパウンズアメリカ㈱ 　663百万円　　　　　

　　　

（US$　7,200千） 　　　　　　　　　

珠海住化複合塑料有限公司 430百万円　　　　　　

　　

（US$  2,925千他） 　　　　　　　　

その他５社   417百万円　　　　

　　　　

従業員(住宅ローン) 897百万円

　　　　計 2,408百万円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の処理

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当第３四半期連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。

受取手形 1,829百万円

支払手形 156百万円　

　２　保証債務

金融機関よりの借入金等について保証(保証予約を

含む)を行っております。なお、外貨建ての円換算額は

連結決算日の為替相場によるものであります。

　

珠海住化複合塑料有限公司 　679百万円　　　　　

　　　

（RMB　39,577千他） 　　　　　　　　　

住化ポリマーコンパウンズアメリカ㈱ 596百万円　　　　　　

　　

（US$　 6,075千） 　　　　　　　　

その他６社   587百万円　　　　

　　　　

従業員(住宅ローン) 1,042百万円

　　　　計 2,907百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 13,914百万円

有価証券勘定 466百万円

計 14,381百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△874百万円

現金及び現金同等物 13,506百万円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 21,107百万円

有価証券勘定 4,594百万円

計 25,702百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△812百万円

投資事業有限責任組合への

出資
△47百万円

現金及び現金同等物 24,842百万円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　303,108千株

 

２　自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　  4,676千株

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　　配当金支払額 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)　

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,361 4.50平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金　

平成21年11月６日

取締役会 
 普通株式 1,360 4.50平成21年９月30日平成21年12月７日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 
印刷
インキ
(百万円)

グラフィッ
クアーツ
関連機器
及び材料
(百万円)

高分子
関連材料
(百万円)

化成品及び
メディア
材料
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                 

(1）外部顧客に

対する売上高
28,3576,64912,87813,4911,67263,049 － 63,049

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

197 22 663 671 232 1,786(1,786) －

計 28,5556,67113,54114,1621,90564,836(1,786)63,049

営業利益又は

営業損失(△)
1,062 107 527 1,037 △31 2,703(2,734)△31

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

 
印刷
インキ
(百万円)

グラフィッ
クアーツ
関連機器
及び材料
(百万円)

高分子
関連材料
(百万円)

化成品及び
メディア
材料
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                 

(1）外部顧客に

対する売上高
25,8055,80812,47514,3311,27059,692 － 59,692

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

204 22 370 346 330 1,274(1,274) －

計 26,0095,83112,84514,6781,60160,966(1,274)59,692

営業利益又は

営業損失(△)
3,103 51 2,161 2,131 △15 7,433(2,349)5,083

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 
印刷
インキ
(百万円)

グラフィッ
クアーツ
関連機器
及び材料
(百万円)

高分子
関連材料
(百万円)

化成品及び
メディア
材料
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高            

(1）外部顧客に

対する売上高
81,34019,91039,42743,4684,637188,784 － 188,784

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

633 35 1,480 1,438 918 4,506(4,506) －

計 81,97419,94540,90844,9065,555193,290(4,506)188,784

営業利益 4,093 453 2,450 5,187 112 12,297(8,218)4,079
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当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

 
印刷
インキ
(百万円)

グラフィッ
クアーツ
関連機器
及び材料
(百万円)

高分子
関連材料
(百万円)

化成品及び
メディア
材料
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高            

(1）外部顧客に

対する売上高
72,43218,17736,42437,5583,567168,162 － 168,162

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

497 45 1,246 1,025 861 3,676(3,676) －

計 72,93018,22337,67138,5844,429171,838(3,676)168,162

営業利益 6,921 226 5,247 4,866 41 17,302(7,191)10,111

　(注) １　事業区分は製品系列を基礎とし、市場の類似性も考慮して区分しております。

２　各事業の主要な製品

(1）印刷インキ……………………………………オフセットインキ、グラビアインキ等

(2）グラフィックアーツ関連機器及び材料……印刷機械、印刷機器、プリプレスシステム、印刷材料、グラビアシ

リンダー製版等

(3）高分子関連材料………………………………缶用内外面塗料、金属インキ、樹脂、接着剤、ワックス、塗工材料

等

(4）化成品及びメディア材料……………………有機顔料、加工顔料、合成樹脂着色剤、着色樹脂、カラーフィル

ター用材料、電子材料、インクジェット材料等

(5）その他…………………………………………天然材料、役務提供等

　３　会計処理基準に関する事項の変更

　　（前第３四半期連結累計期間）

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営

業利益は、「印刷インキ」で27百万円、「高分子関連材料」で16百万円、「化成品及びメディア材料」で61百万

円それぞれ減少しております。また、「グラフィックアーツ関連機器及び材料」で２百万円、「その他」で５百

万円それぞれ増加しております。

　４　追加情報

　　（前第３四半期連結累計期間）

　当社及び国内連結子会社においては、機械装置及び運搬具について平成20年度の法人税法の改正による法定

耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行っております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「印刷インキ」で90百万円、「高

分子関連材料」で153百万円、「消去又は全社」で４百万円それぞれ減少しております。また、「グラフィック

アーツ関連機器及び材料」で42百万円、「化成品及びメディア材料」で44百万円、「その他」で０百万円それ

ぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 
日本
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                             

(1）外部顧客に対する

売上高
43,44317,115 614 1,87663,049 － 63,049

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,627 1,062 251 25 3,967(3,967) －

計 46,07118,177 866 1,90167,016(3,967)63,049

営業利益又は営業損失(△) △887 805 △338 △30 △450 419 △31

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

 
日本
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                             

(1）外部顧客に対する

売上高
42,35315,546 235 1,55759,692 － 59,692

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,057 875 285 21 6,239(6,239) －

計 47,41116,422 520 1,57865,932(6,239)59,692

営業利益又は営業損失(△) 3,789 1,387 △142 △2 5,031 51 5,083

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 
日本
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                             

(1）外部顧客に対する

売上高
133,29948,0761,858 5,549188,784 － 188,784

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
11,3632,904 1,008 39 15,315(15,315)－

計 144,66250,9812,866 5,589204,100(15,315)188,784

営業利益又は営業損失(△) 1,427 2,632 △610 △22 3,427 651 4,079
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当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

 
日本
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                             

(1）外部顧客に対する

売上高
122,68140,298 858 4,324168,162 － 168,162

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
12,8921,717 856 29 15,496(15,496)－

計 135,57342,0151,714 4,353183,658(15,496)168,162

営業利益又は営業損失(△) 7,840 2,404 △643 △184 9,417 693 10,111

 (注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア・オセアニア………中華人民共和国、台湾、タイ、大韓民国、オーストラリア、マレーシア

(2）ヨーロッパ…………………フランス、ベルギー

(3）北米…………………………アメリカ

　３　会計処理基準に関する事項の変更

（前第３四半期連結累計期間）

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営

業利益は、「日本」で98百万円減少しております。

　４　追加情報

（前第３四半期連結累計期間）

　当社及び国内連結子会社においては、機械装置及び運搬具について平成20年度の法人税法の改正による法定耐

用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行っております。この変更に伴い、従来の

方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「日本」で160百万円減少しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 
アジア・
オセアニア

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 17,686 639 2,175 36 20,538

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 63,049

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
28.1 1.0 3.4 0.1 32.6

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

 
アジア・
オセアニア

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 16,045 256 1,651 36 17,990

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 59,692

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
26.9 0.4 2.7 0.1 30.1

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 
アジア・
オセアニア

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 50,392 1,995 6,203 142 58,733

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 188,784

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
26.7 1.0 3.3 0.1 31.1

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

 
アジア・
オセアニア

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 42,405 879 4,484 108 47,878

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 168,162

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
25.2 0.5 2.7 0.1 28.5

　(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア・オセアニア………中華人民共和国、台湾、大韓民国、タイ、オーストラリア

(2）ヨーロッパ…………………イタリア、ドイツ

(3）北米・中南米………………アメリカ、カナダ

(4）アフリカ……………………ナイジェリア、エジプト

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売上高

を除く)であります。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 453円13銭 １株当たり純資産額 435円61銭 

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △7円46銭 １株当たり四半期純利益金額 16円74銭 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △2,257 5,054

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△2,257 5,054

普通株式の期中平均株式数（千株） 302,474 301,997

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　 －　

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △11円18銭 １株当たり四半期純利益金額 9円58銭 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △3,383 2,883

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△3,383 2,883

普通株式の期中平均株式数（千株） 302,470 301,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　 －　
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

　

２【その他】

　平成21年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

（1）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・1,360百万円

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・４円50銭

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成21年12月７日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月９日

東洋インキ製造株式会社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大中　康行　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　　実　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋インキ製造株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋インキ製造株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月９日

東洋インキ製造株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大中　康行　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　　実　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋インキ製造株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋インキ製造株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　

    期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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